
平成28年度日本体育協会公認スポーツ指導者講師競技別全国研修会
委託事業経理処理に関する基準要項

公益財団法人日本体育協会（以下「本会」という）の定める開催要項に基づき実施する「公認スポーツ指導者講師競技別全国研修会」事業を委託するにあたり、次のとおり定める。
1. 事業名：平成28年度公認スポーツ指導者講師競技別全国研修会
2. 委託先：中央競技団体
3. 委託期間：平成28年4月1日（金）～平成29年3月10日（金）
※実施報告書提出最終締切日：平成29年3月17日（金）
4. 委託対象参加者人数下限
12名以上

· 委託金交付申請書提出時の名簿において、上記人数を下回った場合は委託事業対象外とする

5. 実施内容

別途開催要項に定められた内容

6. 委託金額
各中央競技団体から提出される収支計算書に基づき、本会にて精査の上、決定する。（上限60万円）

7. 委託対象経費
委託金の対象経費は次のとおりとし、その限度は単価基準に示すとおりとする。【謝金、旅費、借損料、通信運搬費、雑役務費】
8. 申請書・報告書の提出、委託金の交付
本会から中央競技団体に対し、事業実施調査を行い、本会にて確認・調整の上、事業実施団体を決定する。
実施団体決定後、各中央競技団体は別添様式に基づき委託金交付申請書（実施計画書・収支計算書）を作成する。

委託金の交付は(1)事業実施前に委託金額の80％相当額の概算払い(2)事業実施後に委託金全額払いの2種類があり、それぞれ以下のとおりの手続き方法とする。
（1） 事業実施前に委託金額の80％相当額の概算払いを希望する場合
1 競技団体は、委託金交付申請書を事業実施1か月前までに本会に提出する。

2 本会にて申請書の精査を行い、修正の必要がある場合は競技団体に戻すこととする。

3 競技団体は、本会の指摘箇所を訂正の上、事業実施10日前までに再提出する。

4 本会にて再提出された申請書の再精査を行う。

5 本会は、申請書を適正と認めた場合、競技団体と委託契約を締結するとともに、委託金額の80%相当額（千円未満切り捨て）を事業実施前に概算払いする。

6 競技団体が上記の期限以降に申請書を提出した場合、本会は80%相当額の概算払いはしないものとする。

7 競技団体は、事業終了後2か月以内または平成29年3月17日（金）のいずれか早い期日までに、別添様式に基づき収支決算書を添えた実施報告書を提出する。

8 本会にて実施報告書を精査し、修正の必要がある場合は競技団体に戻すこととする。

9 競技団体は、本会の指摘箇所を訂正の上、速やかに再提出する。

10 本会は、報告書を適正と認めた場合、競技団体に委託金確定通知を行うとともに、委託金残金を交付する。

11 委託金確定額が上記8．（１）⑤の金額に満たない場合、差額の請求を行う。

12 競技団体が上記の期限以降に報告書を提出した場合、本会は当該事業を委託対象外とし、既に支払済みの委託金の返納通知を行う。

（2） 事業実施後に委託金全額払いを希望する場合
1 競技団体は、事業承認申請書を事業実施4週間前までに提出する。

2 本会にて申請書の精査を行い、修正の必要がある場合は競技団体に戻すこととする。

3 競技団体は、本会の指摘箇所を訂正の上、事業実施10日前までに再提出する。

4 本会にて再提出された申請書の再精査を行う。

5 本会は、申請書を適正と認めた場合、競技団体と委託契約を締結するとともに、競技団体に事業承認通知を事業実施前に行う。

6 委託金については、事業実施後に中央競技団体から提出される実施報告書（別添様式）を本会にて精査の上、中央競技団体に対し委託金確定の旨を通知するとともに、交付する。
7 競技団体は、事業終了後2か月以内または平成29年3月17日（金）のいずれか早い期日までに事業実施報告書兼委託金交付申請書を提出する。

8 本会にて報告書および申請書を精査し、修正の必要がある場合は競技団体に戻すこととする。

9 競技団体は、本会の指摘箇所を訂正の上、速やかに再提出する。

10 本会は、報告書を適正と認めた場合、競技団体に委託金確定通知を行うとともに、委託金全額を交付する。

9. 委託金の経理処理
（1） 委託金の経理区分および単価基準等は、別添の「委託事業経理処理基準一覧」に基づくものとする。
（2） 上記基準により算出した金額を上回って支出した場合、超過分は委託金の対象外となる
（3） 委託事業執行に伴う各経費の領収書等証憑書類は、支出科目ごとに完備し、本会に提出する。
10. 委託金の取り消し

（1） 上記8に記載の提出期限が守られない場合、本事業の委託を取り消すこととし、委託金は交付しない。

（2） 上記（1）において、80%相当額の概算払いをしている場合、競技団体は本会に委託金を返納しなければならない。

11. 事業計画の変更
提出済の委託金交付申請書に著しく変更を生じた時は、中央競技団体は本会に対して速やかにその旨を報告し指示を受けるものとする。また、申請書の内容に変更が生じた場合は、実施報告書にて変更届を提出する。
国庫補助事業
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